
支82億2,805万円	 予104億4,703万円	 率78.8%衛生費 健康づくりや感染症対策、ごみの処理などの経費

支144億4,461万円	 予186億1,543万円	 率77.6%土木費 道路や河川などの整備・維持や都市計画などの経費

収543億1,110万円	 予544億2,819万円	 率99.8% 支564億1,973万円	 予668億4,257万円	 率84.4%

収301億7,164万円	 予342億3,262万円	 率88.1%	

収166億871万円	 予165億5,873万円	 率100.3%	

収39億3,940万円	 予123億4,530万円	 率31.9%	 支150億2,628万円	 予150億2,734万円	 率100.0%

支117億4,170万円	 予149億2,934万円	 率78.6%

収90億5,981万円	 予89億円	 	 率101.8%	

収40億6,602万円	 予41億6,469万円	 率97.6%	 支46億6,970万円	 予52億5,619万円	 率88.8%

収28億256万円	 予30億9,124万円	 率90.7%	 支23億827万円	 予27億3,618万円	 率84.4%

収28億2,050万円	 予28億2,049万円	 率100.0%	 支6億5,276万円	 予6億6,588万円	 率98.0%

収69億8,619万円	 予63億6,356万円	 率109.8% 支2億2,975万円	 予4億3,689万円	 率52.6%

収 	収入額				予 	予算額				率 	収入率

収入率
88.7% 

1,462億905万円収入済額
1,648億3,131万円予算額

支 	支出額				予 	予算額				率 	執行率

執行率
83.1% 

一般会計最終予算額
1,648億3,131万円

※�各会計の数字は３月31日現在。一般・特別会計の
数字は５月31日まで出納整理期間があるため、
決算額とは異なります。

※�各会計の最終予算額には繰り越し分を含みます。

市税 民生費

総務費

国庫支出金

使用料及び
手数料 農林水産業費

地方交付税

地方消費税
交付金

繰越金 議会費

市債 公債費

繰入金 消防費

その他 その他

● 特別会計
最終予算額1,136億5,895万円

会計名 予算額 収入率（％） 執行率（％）
競輪 383億 2,289 万円 78.7 75.0
介護保険 353億 9,587 万円 84.4 90.1
国民健康保険 324億 7,823 万円 92.6 89.8
後期高齢者医療 59億 9,194 万円 97.2 87.5
産業立地推進事業 12億 7,910 万円 55.3 57.4
新エネルギー発電事業 1億 2,396 万円 98.3 64.0
母子父子寡婦福祉資金貸付金 5,686 万円 95.8 35.3
用地先行取得事業 1,010 万円 0.0 0.0

● 企業会計

区分 水道事業 下水道事業 農業集落排水事業
収入予算 104億8,266万円 110億3,378万円 18億4,046万円
調定率 94.1% 92.5% 97.7%
支出予算 123億7,995万円 132億2,942万円 21億7,428万円
執行率 89.4% 92.5% 96.5%

※予算額には繰り越し分を含みます。
※調定率とは、予算額に対して収入が決定している額の割合です。

土木債
21.6%

教育債
17.2%

消防債 2.9% 総務債 4.1%

衛生債6.4%

その他 41.7%
(その他の内訳)
臨時財政対策債
(40.8%)

農林水産業債
1.2%
民生債 2.4%
商工債 2.5%

未償還元金
1,355億1,859万円

● 市債の状況（一般会計）
未償還元金1,355億1,859万円

1,370億4,995万円支出済額
1,648億3,131万円予算額

市民税や固定資産税、事業所税など 各種福祉などの経費

使い道が定めてある国の補助金や負担金など

財源保障を目的に国税の一部が交付されるもの

支160億7,340万円	 予208億5,623万円	 率77.1%教育費 各学校・幼稚園、その他教育などの経費

特定事業などのために長期的に借り入れるもの 市債の元金、利子の償還金など

収74億7,731万円	 予102億7,917万円	 率72.7%	諸収入 広告収入など他の区分に該当しないもの

市の内部管理、税金の徴収、支所運営などの経費
収79億6,581万円	 予116億4,732万円	 率68.4%県支出金 使い道が定めてある県の補助金や負担金など

支72億5,570万円	 予90億1,823万円	 率80.5%商工費 商工業・観光振興、消費生活対策などの経費消費税の一部を国が交付するもの

特別会計や基金からの収入など 消防や救急活動の経費

証明書発行の手数料や市営住宅の家賃など 農林水産業振興の経費

決算上の剰余金などを翌年度に繰り越したもの 議会運営の経費

地方譲与税や財産収入、寄付金など 労働費、予備費、災害復旧費

やさしい日本語版の配信開始
デジタル避難訓練
問 県砂防課　	☎０２７‐２２６‐３６３３

問 財政課　	☎０２７‐８９８‐６５４２

　６月１日㈰からぐんま大雨時デジタル避難訓練2025を実施し
ます。今回の配信から、外国籍の人にもわかりやすい「やさしい
日本語版」を追加。大雨時の避難方法について、一連の流れを確
認してみましょう。訓練の最後に実施する防災クイズで満点を
取った県民を対象に、抽選でＱＵＯカードＰａｙなどが当たりま
す。応募は６月30日㈪まで。県公式ＬＩＮＥアカウント「群馬県
デジタル窓口」の友だち登録が必要です。

　
毎
年
、
大
雨
に
よ
る
洪
水
や
土
砂
災
害
が
全
国
各
地
で
発

生
。
こ
れ
か
ら
本
格
的
な
雨
の
時
季
を
迎
え
ま
す
。
自
分
の

命
は
自
分
で
守
る
と
い
う
意
識
を
持
ち
、災
害
時
に
適
切
な

行
動
が
で
き
る
よ
う
平
時
か
ら
身
の
回
り
の
危
険
性
と
自
分

が
と
る
べ
き
行
動
を
理
解
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。
ま
た
、
地

域
や
身
近
に
い
る
人
同
士
で
助
け
合
い
、災
害
に
強
く
安
全

で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
街
づ
く
り
を
し
ま
し
ょ
う
。 

●
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
で
身
の
回
り
の
危
険
性
を
確
認	

　
土
砂
災
害
が
起
こ
り
や
す
い
場
所
や
最
寄
り
の
避
難
所
を

ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
で
確
認
し
ま
し
ょ
う
。各
家
庭
の
生
活
状

況
に
合
わ
せ
た
備
え
も
し
て
く
だ
さ
い
。 

配
布
場
所
＝
議
会
庁
舎
内
防
災
危
機
管
理

課
、各
支
所
・
市
民
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

●
避
難
と
は
難
を
避
け
る
こ
と

　
安
全
な
場
所
に
い
る
人
は
、避
難
所
に
行
く
必
要
は
あ
り

ま
せ
ん
。
洪
水
時
の
浸
水
区
域
で
も
、
想
定
さ
れ
る
浸
水
深

に
よ
っ
て
は
、
２
階
へ
の
避
難
で
安
全
が
確
保
で
き
る
場
合

も
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
避
難
所
の
ほ
か
、
安
全
な
地
域
に
あ

る
親
戚
や
知
人
宅
な
ど
も
考
え
て
み
ま
し
ょ
う
。

●
気
象
情
報
、
防
災
情
報
を
確
認

　

本
市
で
は
、
ま
ち
の
安
全
ひ
ろ
メ
ー
ル
や
防
災
行
政
無

線
、
防
災
ラ
ジ
オ
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
市
公
式
Ｓ
Ｎ
Ｓ
な
ど

で
避
難
情
報
を
発
信
し
ま
す
。平
時
か
ら
入
手
方
法
を
確
認

し
て
く
だ
さ
い
。

●
避
難
情
報
を
確
認

　
避
難
情
報
は
、災
害
発
生
の
恐
れ
の
高

ま
り
に
応
じ
て
、５
段
階
の
警
戒
レ
ベ
ル

と
と
も
に
伝
達
し
ま
す
。警
戒
レ
ベ
ル
と

避
難
情
報
の
種
別
は
右
図
の
と
お
り
。警

戒
レ
ベ
ル
ご
と
の
と
る
べ
き
行
動
を
確

認
し
て
く
だ
さ
い
。

本
格
的
な
雨
の
時
季
を
迎
え
る
前
に

災
害
に
備
え
ま
し
ょ
う

問 
防
災
危
機
管
理
課

　
☎
０
２
７
‐
８
９
８
‐
５
９
３
５

警戒レベル 避難情報など 住民がとるべき行動

５ 緊急安全確保※１ 命の危険、
直ちに安全確保！

警戒レベル４までに必ず避難！

４ 避難指示 危険な場所から全員避難

３ 高齢者等避難※２ 危険な場所から高齢者などは避難

２ 大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁） 自らの避難行動を確認

１ 早期注意情報（気象庁） 災害への心構えを高める

※1��市町村が災害の状況を確実に把握できるものではないなどの理由から、警戒レベル5は必ず発令される情報ではありません。
※2��警戒レベル3は、高齢者など以外の人も必要に応じ、普段の行動を見合わせ始めたり危険を感じたら自主的に避難するタイミ
ングです。

　一般会計当初予算は1,525億1,180万円を計上しま
した。その後、物価高騰対策として、住民税非課税世帯
への臨時給付金事業を追加したほか、小中学校の校舎
等大規模改修事業などを追加しました。こ
の結果、最終予算は1,648億3,131万円に
なりました。 

昨年度の財政状況

歳入 歳出

ひろメール

ハザードマップ
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まちの安全
エックス
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